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Abstract
This paper explores the roles of intermediary organizations in collaborative governance. We 
develop a model showing the basic functions of intermediary organizations in collaborative 
governance by integrating Ansell & Gash’s（2008） “model of collaborative governance” and Havelock 
& Zlotolow’s（1995） “four ways of being a change agent.”（Sato&Shimaoka 2004）Ansell & Gash’s 
model identifies critical variables for successful collaboration, including prior relationship history, 
incentives for stakeholders to participate, power and resource imbalances, institutional design, and 
facilitative leadership. To scrutinize facilitative leadership, our model utilized Havelock & Zlotolow’s 
four ways to be a change agent: Catalyst, Solution Giver, Process Helper, and Resource Linker. The 
model was tested through a case study of an intermediary organization in Kawasaki, Kanagawa 
Prefecture, Japan, where it showed applicability. Results suggest that organizations use several 
strategies to perform facilitative leadership in the collaboration process.
要　　約
本研究の目的は、企業・行政・NPO 間の協働における中間支援機能を分析することにある。
本稿では、先行研究を基に構築した「協働における中間支援機能モデル」（佐藤・島岡 2014）
の有効性を実証研究により検証する。「協働における中間支援機能モデル」は、次の５つの項目、
すなわち、（１）開始時の状況、（２）運営制度の設計、（３）協働のプロセス、（４）チェンジ・
エージェント機能、（５）アウトカム、から構成されている。このうち（４）チェンジ・エージェ
ント機能が協働を促進する中間支援機能であり、①変革促進、②プロセス支援、③資源連結、
④問題解決提示からなる。本稿ではこのモデルを用いて、川崎市内で企業・行政・NPO 間の
協働を促進する中間支援組織を対象に実証研究を行った。結果、対象事例に関してはモデルで
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説明できることを明らかにした。さらに中間支援機能を発揮するために採用されている戦略と
して、専門人材の活用、イノベーションの先取り、ビジョンの提示等を抽出した。
１　はじめに
近年、福祉分野、環境分野等の諸分野における社会的課題の解決に向けて、企業・行政・NPO といっ
た異なるセクターが協働する機会が増加している。協働の形態は、官民パートナーシップ（PPP）にお
ける民間委託、指定管理者制度、PFI、民営化から、企業の CSR 活動、特定のプロジェクトにかかる
協働まで多様である。このような多様な協働により、セクター単独では解決できない課題解決に向けた
成果がもたらされることが期待されている。
しかしながらその期待に反して、これらの異なるセクター間の協働はそれほどうまくいっていないの
が現状である。企業と NPO との協働の状況を見てみよう。日本経済団体連合会による『2011年度社会
貢献活動実績調査結果』１によれば、回答企業437社のうち NPO などの非営利組織と接点がある企業は
75％であるが、実際に協働で実施している活動がある企業は約半数の52％である（日本経済団体連合会 , 
2012年）（p. II-10）。さらに、財団法人中部産業活性化センターによる「企業側からみた NPO との協働
に関する調査研究事業報告書」によれば、中部圏企業の792社のうち、NPO との協働実績が「ある」と
回答した企業の割合は37.3％であり、「ない」と回答した企業の割合は62.1％と多い（中部産業活性化セ
ンター, 2009）（p.18）。次に、行政と NPO 間の協働事業に関して、日経グローカル誌の調査によれば、
その件数は４割の自治体で件数減にあるという（日本経済新聞社 , 2009）。これらの現状は、協働とい
う言葉が含意する理想と現実の間に乖離が存在することを示している。
なぜ、協働はうまくいかないのであろうか。そしていかに協働の現実を理想に接近させることができ
るであろうか。前述の中部産業活性化センターによる報告書では、協働実績が「ない」理由として最も
多かったのが「どのような活動が一緒にできるのかわからない」（52.6％）であり、次いで「どのよう
な NPO があるのかわからない」（34.7％）であった。このことは企業にとって「協働のイメージが浮か
びにくい」ことを示している（p.22）。前述の日経グローカル誌の報告では、行政と NPO の協働の障害
の主な原因として、行政の担当者と NPO との意思疎通が困難である点、双方の信頼不足などが指摘さ
れている。すなわち、資源・歴史的背景・組織文化・組織ミッションなどの異質性を有するセクターが、
それらのギャップを乗り越え、意思疎通を図り、信頼を形成することは容易ではない。
このような組織間のギャップを埋め、協働を円滑に進める主体として期待されているのが、いわゆる
中間支援組織２である。中間支援組織は一般的に次のように定義される。「・・・主要なステークホルダー
との関係を築き、交流を主導し、支援をおこなうこと、サービスの質やアカウンタビリティを向上させ
ること、資源を仲介し、活用させること、そして、効果的な政策のためのアドボカシ─活動を行うこと
を含む」（Anheier & List, 2005）である。
この定義が含意する中間支援組織の役割は大きく２つある。第１に、NPO らサード・セクターへの
支援である。第２の役割は、定義においてステークホルダー間の関係構築、交流促進、資源仲介といっ
た言葉が示すように、異なるアクター間の協働促進である。一般的に中間支援組織といった場合、第１
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の役割が注目されることが多く、第２の役割に着目した検討は比較的行われていない。しかし、協働に
おいてはそれを促進する仕組みがその成否の鍵となることが、しばしば指摘されている（Ansell & 
Gash, 2008; Bryson, Crosby, & Stone, 2006; Margerum, 2002; Vangen & Huxham, 2003）。そのため、中
間支援組織の協働を促進する役割に焦点をあて、そこではいかなる機能が求められるかを検討する試み
は、協働を成功に導くために極めて重要と考えられる。
この問題意識に立ち、筆者らは、先行研究をもとに「協働における中間支援機能モデル」（佐藤・島
岡 2014）を構築した。「協働における中間支援機能モデル」（以下「当該モデル」）は、次の５つの項目、
すなわち、（１）開始時の状況、（２）運営制度の設計、（３）協働のプロセス、（４）チェンジ・エージェ
ント機能、（５）アウトカム、から構成されている。このうち（４）チェンジ・エージェント機能が協
働を促進する中間支援機能であり、①変革促進、②プロセス支援、③資源連結、④問題解決提示からな
る。
本稿では、先行研究と当該モデルの概略を説明し、このモデルを用いた実証研究結果について述べる。
２．協働における中間支援機能モデル
2.1．協働ガバナンスにかかるモデルの先行研究
異なるアクター間の協働に関する研究は、行政学、経営学等の様々な角度から進められてきた３。本
稿では次の２つの観点から分類してみる。すなわち、（１）協働はなぜ行われるのか、（２）協働のプロ
セス、である。［（２）協働プロセス］については、主として協働ガバナンスの研究を中心に検討する。
まず、［（１）協働はなぜ行われるか］、について、しばしば用いられるのが、各セクターが各々の不
得意分野（政府の失敗・企業の失敗・そして NPO の失敗）を相互補完するためという見解である４。
さらに、組織間関係論において展開した資源依存パースペクティブの応用研究がある。資源依存パース
ペクティブの研究は、1978年に出版された Pfeffer & Salancik（2003）による “The External Control of 
Organizations” によって発展したものである。資源依存パースペクティブによれば、外部環境に対して
組織は単独では存在できず、存続に必要な資源を外部に依存する５。例えば行政と NPO との関係では、
NPO は行政の資金や情報という資源に依存し、行政は NPO が有するサービス提供能力や情報に依存
している（Saidel, 1991）。組織間は互いに必要な資源を依存し合っているため、組織間の協働が生じる
のである６。
相互補完、資源依存パースペクティブからの分析は、各々のアクターがなぜ協働に参加するのか、す
なわちアクターの参加動機を説明するために有用である。しかし、それだけでは協働を促進する機能を
説明するには充分ではない。なぜなら、協働とはインプットから何らかのアウトプットを生み出す一連
のプロセスであり、参加動機は特定の組織間に働く作用のひとつに過ぎないからである。従って協働の
プロセス全体を俯瞰的にとらえ、その促進機能を検討する必要がある。
協働プロセス全体を俯瞰した視点からとらえたものが、いわゆる「協働ガバナンス」（Collaborative 
Governance）に関する研究である。「協働ガバナンス」とは、「それ以外の方法では達成できなかった
公共の目的を遂行するために、公的機関、各種政府機関、および / またはパブリック、民間および市民
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の領域間の境界を越えて、建設的に人々を従事させる、公共政策にかかる意思決定と管理のプロセスと
構造」（Emerson, Nabatchi, & Balogh, 2012）、と定義される。
協働のプロセスについては、Ansell & Gash（2008）、Emerson et al.（2012）、小島（2011）など、い
くつかのモデル化が試みられてきた。これらのうち、Emerson et al.（2012）が提示する「協働ガバナ
ンスの統合的フレームワーク」（An Integrative Framework for Collaborative Governance）は、本稿
の目的である協働における中間支援機能を検討するには抽象度が高い。また、小島（2011）による「協
働の窓」は、協働システムの促進機能が「協働アクティビスト」に集約されており、やや対象範囲が限
定的である。そこで、協働プロセスの具体性と促進機能の網羅性に優れている Ansell & Gash（2008）
による協働ガバナンス・モデルを取り上げて検討する。
2.2．Ansell & Gash の協働ガバナンス・モデル
Ansell & Gash（2008）は、協働にかかる137の事例研究文献を対象に、事例に共通する変数（要素）
を抽出し、変数間の関係を分析し、協働ガバナンス・モデルを提示した。分析の対象となった文献には、
次の限界があることに留意する必要がある。すなわち英語で書かれたものであり、米国の事例が主であ
り、天然資源マネジメントが主であり、行政が主体である。
協働ガバナンス・モデルは、５つの項目、すなわち（１）開始時の状況、（２）運営制度の設計、（３）
協働のプロセス、（４）ファシリテーション的リーダーシップ、（５）アウトカム、から構成されている
Ansell, C., & Gash, A. （2008）. Collaborative Governance in Theory and Practice. Journal of Public Administration 
Research and Theory, 18（４）　Figure １
図１　Ansell & Gash による協働ガバナンス・モデル
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（図１）。協働ガバナンス・モデルは、コンティンジェンシー・モデルを目指しており、異なる環境に応
じて異なる対応が求められる点に特徴がある。
Ansell & Gash（2008）による協働ガバナンス・モデルの各要素は次のとおりである。
（１）開始時の状況
協働の開始時には、パワー・資源・知識の非対称性が存在する。特にパワーの非対称性は協働ガバナ
ンスにおいてしばしば生じる問題である。能力・組織・地位・資源が強力なステークホルダーと脆弱な
ステークホルダーが存在する場合、強力なステークホルダーがプロセスを操作する場合があるからであ
る。また、パワーと資源の非対称性は参加を誘発あるいは制約する。たとえばパワーと資源が脆弱なス
テークホルダーは、協働に参加することでそれらの非対称性を解消できると期待するかもしれない。一
方、パワーと資源が強力なステークホルダーは、協働に参加することによりそれらが弱まるかもしれな
いと考え、参加を躊躇する可能性もある。組織間のこれまでの関係（プレ・ヒストリー）も、重要な要
素である。過去に協力関係がある組織では相互の信頼は高く、過去に対立や軋轢を経験した組織間では
信頼の程度は低いであろう。プレ・ヒストリーも協働を促進あるいは阻害する。過去の軋轢は必ずしも
参加の阻害要因とはならない。なぜならアクターは、協働に参加することで関係を改善できると期待す
る場合もあるからである。
（２）運営制度の設計
制度設計においては広範なステークホルダーの参加が求められる。すなわちプロセスはオープンであ
り、包摂的であるべきである。オープン性と包摂性は、プロセスとその成果に対する正当性の確保につ
ながる。討議の場の唯一性とは、この協働プロセスが “ コミュニティ内においてこの問題を討議できる
唯一の場 ” であることを示す。このことにより、ステークホルダーの参加とコミットメントが高まると
考えられる。また、明確な基本原則とプロセスの透明性は、手続きの正当性とプロセスへの信頼構築に
不可欠である。
（３）協働のプロセス
協働のプロセスにおいて、相互作用は直線ではなく循環であり、要素の反復のプロセスであると考え
られる。要素は、膝詰めの対話、信頼の構築、プロセスへのコミットメント、共通の理解、中間の成果
から成る。プロセスへのコミットメントとは、相互に依存していることの認識・プロセスへの主体的な
かかわりの共有・相互利益を追求することへの意欲である。共通の理解においては、参加者は協働の
ミッション・問題・共有できる価値観などを認識し、理解する。中間の成果とは、小さい達成、戦略的
計画の策定、共同の事実発見などを指す。中間成果は、相互信頼と協働へのモチベーションを高め、次
の協働に向け機運を高める効果がある。
（４）ファシリテーション的リーダーシップ（Facilitative Leadership）
協働においてはコンセンサス形成に向けたプロセス進行、すなわちファシリテーションの機能が求め
られる。しかし、協働ガバナンスにおけるファシリテーターの役割は複雑である。広範な参加者を同じ
テーブルに着席させ、協働プロセスを通じて彼らを操舵するリーダーシップが極めて重要な機能となる
からである。つまり全体の合意形成に向け円滑にプロセスを進めるファシリテーションのみならず、協
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働を操舵するリーダーシップが求められる。
３．協働における中間支援組織機能モデルの構築
Ansell & Gash（2008）による協働ガバナンス・モデルは、前項で検討したアクターの参加動機が開
始時の状況において組み込まれている。そのため協働にかかる諸相を組み込んでいると評価できる。し
かし、協働における中間支援機能を検討するにあたり次の課題を有する。
Ansell & Gash（2008）は協働を促進する機能として、ファシリテーション的リーダーシップがプロ
セス全般に必要と述べる。しかし、Ansell & Gash（2008）によるモデルは、その具体的な内容を示し
ていない。そのため、その内容を精査する必要がある。
既に述べたように、ファシリテーション的リーダーシップでは、コンセンサスの形成をめざし円滑に
プロセスを進めるファシリテーション機能と、プロセスを一定の方向に導くリーダーシップ機能の両方
が求められる。協働ガバナンスにおけるリーダーシップでは、従来のリーダーシップとは異なり、リー
ダーとそれ以外の参加者間のヒエラルキーが不在であることが特徴的である（Vangen & Huxham, 
2003）。つまり、協働を促進する中間支援組織が、ヒエラルキーから生じるパワーによりリーダーシッ
プを行使することは困難である。そこで、いかなる枠組みでファシリテーション的リーダーシップを捉
えるかが問題となる。
当該モデルでは、その枠組みをチェンジ・エージェントの概念に求めた。チェンジ · エージェントと
は、端的には「意図的に変化、あるいはイノベーションを組織にもたらそうとする人」を指す（Havelock 
& with Zlotolow, 1995）。そしてチェンジ・エージェントとしてリーダーシップを発揮するためには、
必ずしもヒエラルキーのトップである必要はない（Battilana & Casciaro, 2012）ことが指摘されている
からである。
例えば Havelock & Zlotolow（1995）は、課題解決においてチェンジ・エージェントとなる方法につ
いて、次の４つの機能を提示している。すなわち、（１）変革促進者、（２）プロセス支援者、（３）資
源連結者、（４）問題解決提示者である（図２、表１）。
「プロセス支援者」とは、変革プロセスのあらゆる領域におけるシステムの支援であり、合意形成に
向けたファシリテーション機能と解釈できる。「変革促進者」、「問題解決提示者」、「資源連結者」はい
ずれもリーダーシップを発揮する際に有効な機能と考えられる。つまり、ファシリテーション的リー
ダーシップは、チェンジ・エージェントの４機能に読み替えることができる。
読み替えにあたって留意すべきは、協働におけるチェンジ・エージェント機能の重複である。
Havelock & Zlotolow（1995）は、４つの方法のうち１つの方法を用いた場合でもチェンジ・エージェ
ントとして機能できると述べる（p.８）。しかしながら、協働ガバナンスにおける中間支援組織の場合、
ファシリテーション機能とリーダーシップ機能の双方が求められる。つまり、４つの機能を重複させる
ことが求められる点に注意すべきである。
以上の検討をもとに、筆者らは、Ansell & Gash（2008）による協働ガバナンス・モデルにチェンジ・
エージェント機能を結合させた、協働における中間支援機能モデルを提示した（佐藤・島岡、2014）（図３）。
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Havelock, R. G., & with Zlotolow, S. （1995）. The Change Agent’s Guide （２nd edition）. New Jersey: Education 
Technology Publications, Inc. p.９ Figure ６
図２　課題解決において、チェンジ・エージェント（変革推進者）になるための４つの方法
表１　課題解決プロセスにおけるチェンジ・エージェントの４つの機能
変革促進 ・ たとえ外部から見て変革が必要なことが明らかな場合でも、また当事者が現状に不満を持ってい
ても、普通ほとんどの人は変化を望まないものである。チェンジ・エージェントはこの不満を可
視化し、課題解決プロセスにエネルギーを与え、プロセスを開始する。
プロセス支援 ・ プロセス支援者は、変革プロセスのあらゆる領域におけるシステムを支援する人である。その領
域は、相互関係の構築と問題の定義を通じたニーズの認識から、解決法の探索と導入と多岐に渡
る。
資源連結 ・ 効果的な問題解決には、ニーズと資源の結集が必要となる。資源は様々な種類のものとなり得る。
たとえば、財政的支援、解決策に関する知識、問題の診断にかかる知識や技術、解決策の策定や
適応における知識 / 技術、ネットワークである。
問題解決提示 ・ 変化をもたらしたいと思う人の多くは，その変化がいかにあるべきかを明確に認識しているもの
である。彼らは解決策を有しており、他の人にもその解決策を受け入れてもらいたい。しかし，
時に彼らの解決策に対する思い入れは，問題の本質を見えにくくし、また反対派の意見の理解を
妨げる。
・ 効果的な問題解決提示者は、単に解決策を持っていること以上の意味を有する。そこでは、その
解決法が人の要求や懸念にどう影響を及ぼすのかを認識する必要がある。
Havelock, R. G., & with Zlotolow, S. （1995）. The Change Agent’s Guide （２nd edition ed.）. New Jersey: Education 
Technology Publications, Inc. pp.９-10
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４．実証研究
4.1．分析の視点
本稿では当該モデルを用いて、実証研究を行う。その際の分析視点は２点である。
第１に、当該モデルによって実際の事例が説明できるか、という点である。当該モデルが応用した
Ansell & Gash（2008）の研究は、主として米国、また行政の視点を中心とした事例に基づくものである。
どこまで一般性があるだろうか。例えば、国内の協働事例における中間支援機能の検討に用いることが
できるであろうか。
第２に、協働におけるチェンジ・エージェント機能の実際である。協働におけるチェンジ・エージェ
ントは、協働の円滑な遂行を企図すると同時に、内容に関与しプロセスする改革者である必要がある。
この２面性により、中間支援組織は自身の役割を混乱することが考えられる。さらに、ステークホル
ダーがプロセスの操舵を「ファシリテーターとしては逸脱行為であり正当ではない」と見なせば、中間
支援組織への信頼が損なわれる可能性もある。すなわち中間支援組織が、ヒエラルキー不在の状況下で
ファシリテーションとリーダーシップという２つの、ある意味相反する役割を同時にこなすことには困
難が伴う可能性がある。現場ではその困難をいかに克服しているのであろうか。
これらの点について、産業・環境創造リエゾンセンターを事例対象に考察する。
図３　協働における中間支援機能モデル（佐藤・島岡、2014）
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4.2．産業・環境創造リエゾンセンターの概要
産業・環境創造リエゾンセンター（以下リエゾンセンター）は、川崎市内で活動する特定非営利活動
法人である。設立経緯は次のとおりである。川崎市では2001年６月、産官学で構成する ｢川崎臨海部再
生リエゾン研究会｣ が発足し、２年間後に ｢川崎臨海部再生プログラム｣ を取りまとめた。この再生プ
ログラムに携わっていた企業メンバー及び川崎市幹部 OB 等の有志により、｢環境と産業の創造｣ をテー
マとする、｢産学公民｣ の連携を計るリエゾンセンターが設立された。現在、川崎市臨海部等に立地す
る19社の企業が会員である。
リエゾンセンターの活動趣旨は、「産業活性化や環境創造に資する産学官民等の連携の実現に向けた
調査研究事業ならびに普及・広報等に関する事業を行い、地域経済の活性化と環境調和型まちづくりに
寄与することを目的とする」ことにある７。この活動趣旨に基づきリエゾンセンターは、川崎市との連
携による川崎臨海部スマートコンビナート化、地球温暖化防止への取り組み、エネルギー供給基地とし
ての発展、企業と市民、他の臨海コンビナートとの交流活動といった分野の産学官民等の協働において
様々な支援を行ってきた。リエゾンセンターの協働事業における豊富な中間支援機能経験は、当該モデ
ルの検討に極めて有用であると考えられる。
4.3．リエゾンセンターが推進している協働事例
組織が推進している協働事例について、2013年11月12日に、リエゾンセンターを対象に半構造化イン
タビューを行った。インタビュー調査では協働連携の事例を列挙してもらい、その際のリエゾンセン
ターの役割、ステークホルダーとの関係等を聞いた。団体ホームページ８からの捕捉情報を加え、協働
連携事例の概略を表２に示す。
このうち、［１］京浜スマートコンビナートの構築事業の「京浜臨海部コンビナート高度化検討会議」
表２　リエゾンセンターが主導・関与する協働取組事例
協働事業名 概要
［１］京浜スマートコンビナー
トの構築事業
・スマートコンビナート構想に基づく協働
　（経済活性化、環境保全、企業連携による生産性向上・効率化）
・京浜臨海部における企業間連携（京浜臨海部コンビナート高度化検討会議）
・リエゾンセンターの会員企業も含め20社が参加
・水素の有効活用による CO２排出量の削減（２社連携）
・重質油分解装置の一体的運用（３社連携）
・製鉄高炉スラグのセメントへの活用（２社連携）
・火力発電所から周辺事業所への蒸気供給（11社連携）（15年契約）
・「臨界コンビナート都市連携シンポジウム」の主催（４回開催）
・全国各地のコンビナート関係者の参加（鹿島・京葉など）
［２］かわさきコンパクト ・国連グローバルコンパクトの川崎市版（2006年から）
・川崎市行政環境局のサポート
・ビジネスコンパクトへの、リエゾンセンター会員企業への参加促進（実績９社）
・リエゾンセンター自身も、市民コンパクトに参加
［３］防災計画と防災訓練 ・企業が自社の災害対策について市民へ説明する機会の促進
・市民・企業間のパイプ役
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は、生産活動の効率化や資源・エネルギーの有効活用につながる企業間連携をめざす組織であり、2008
年１月に設置された。企業や業種の違いを越えて企業間の連携を図ることにより、コンビナートの高度
化を推進することが目的である９。座長は、リエゾンセンターの会員企業であるＴ社の代表取締役であ
り、構成員は、臨海部に立地する石油精製、石油化学、鉄鋼等の素材・エネルギー関連企業12社、特定
非営利活動法人　産業・環境創造リエゾンセンター、経済産業省関東経済産業局、横浜市、川崎市、神
奈川県である。
本事業は次の連携プロジェクトを創出している。（１）水素の有効活用による CO２排出量の削減（２
社連携）、（２）重質油分解装置の一体的運用（３社連携）、（３）製鉄高炉スラグのセメントへの活用（２
社連携）、（４）火力発電所から周辺事業所への蒸気供給（11社連携）である10。（１）では、年間約1,800
トンの CO２削減、（３）では普通セメント時と比べセメント製造時の CO２排出量が約４割削減、（４）
では、年間約2.5万トンの CO２排出量削減効果があるという。リエゾンセンターは、検討会議の発足時
からの構成員であり、行政・企業をつなぐパイプ役を担ってきた。
［２］かわさきコンパクトは、国連グローバルコンパクトの川崎市版である。リエゾンセンターは川
崎市行政環境局をサポートし、リエゾンセンターの会員企業のビジネスコンパクトへの参加を促した。
18社中９社が会員企業である。
［４］の防災計画と防災訓練とは、具体的には安全安心のコンビナート構築の議論であり、2011年の
東日本大震災が契機となった。リエゾンセンターは、震災対策・液状化対策など川崎臨海地区企業の
行ってきた防災対策を見せる化し、市民へ情報提供を行った。これは市民による臨海部企業への信頼性
を向上させる効果があったという。
５．分析・考察
5.1．リエゾンセンターの協働事例のモデルへのあてはめ
リエゾンセンターへのインタビューから、協働における中間支援組織機能モデルの要素を抽出した
（表３）。
5.1.1．開始時の状況
「パワー・資源・知識の非対称性」については、ステークホルダーの企業間には資本・情報・技術の
非対称性が存在するという。「協力、あるいは軋轢の歴史」については、リエゾンセンターの結成には
企業メンバーと行政 OB が中心となったことから、リエゾンセンターを中核として会員企業と行政間の
信頼感は一定程度形成されていると考えられる。さらに、市民 / 環境系中間支援組織である NPO 法人
であるアクト川崎とは、2006年のアクト川崎設立時から関係が構築されており、多様な協働の蓄積があ
る。
このような連携の一方で、各種ステークホルダー間の複雑な関係が認識されている。例えば、会員企
業はライバル企業が多い。また、企業は非営利組織とは CSR 活動を通じた地縁組織との関係が中心で
ある。消費者に近い製品を作っている企業は市民との交流に関心があるが、それ以外の企業は市民との
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関係構築にそれほど関心はないという傾向がある。リエゾンセンターは、このような複雑な状況を認識
し、特に各会員企業に対する対応への公平性の確保に注意を払っている。
5.1.2．運営制度の設計
「広範なステークホルダーの包摂性」については、川崎市臨海地区を中心とした企業、行政、全国各
地のコンビナートの関係者とのネットワーク拡充、アクト川崎、大学関係者など多様なステークホル
ダーと関係を構築している。「討議の場の唯一性」については、信頼とつながりを重視しているため、
リエゾンセンターの会員資格を得るには審査がある。このことは、リエゾンセンターが関与する協働事
業に参加するためには一定の要件をクリアする必要があり、討議の場の唯一性を示す効果があることを
示す。「明確な基本原則」として、リエゾンセンターは、企業間の連携がビジネス段階に入った際には
関与しないことを明言している。また、行政・企業双方に対して環境規制への厳格なコンプライアンス
を要求する姿勢を打ち出している。
5.1.3．プロセス支援
プロセスを円滑に進行する工夫も随所で行われている。「膝詰めの対話」として、ステークホルダー
が定期的に顔を合わせる機会を設けている。「信頼の構築」に関しては、ステークホルダー間には長期
的な関係により構築された信頼感が醸成されているといえる。「プロセスへのコミットメント」では、
企業・行政・NPO 各々の明確な役割分担と、各組織のメリットの明示がコミットメントを促している
と考えられる。「共通の理解」では、京浜スマートコンビナートにおける企業間連携に見られるように、
地球環境問題の解決といった大きな課題解決の共有がある。「中間成果」として、京浜スマートコンビ
ナートにおける企業間の連携事例、「臨界コンビナート都市連携シンポジウム」への多様なステークホ
ルダーの巻き込みに見られるステークホルダーの拡大、川崎市臨海部企業の環境問題や防災への取り組
みに対する市民の理解促進が該当するであろう。
5.1.4．中間支援機能（１）変革促進、（２）プロセス支援、（３）資源連結、（４）問題解決提示）
「変革促進」では、次の２点が挙げられる。第１に、イノベーションの先取りである。リエゾンセン
ターは、例えば水素の活用、低 CO２ブランド、川崎メカニズムの提案等を通じて、行政の動きを先導
することを意識している。第２に、組織の専門人材の活用である。理事長は大学教授を兼任しており、
専務理事は行政 OB である。この専門性を活かして、「京浜臨海部コンビナート高度化検討会議」設置
の際には様々なアドバイスを行政に提供した。
「プロセス支援」では、スマートコンビナートの事例が示す企業間の情報共有促進、組織の背景や目
的が異なるステークホルダー間（例えば企業と市民）の調整、理事長による「臨界コンビナート都市連
携シンポジウム」におけるパネルディスカッションのコーディネーションにおける議論の調整が挙げら
れる。
「資源連結」では、行政・企業・NPO 等の異なる専門性を持ったステークホルダーの連結を行って
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いる。さらに、環境にかかる先端情報を行政に伝えることで、企業と行政間の資源連結を行っていると
いえる。
「問題解決」としては、組織内で大学教授が理事長を兼任し、専務理事は行政 OB であり、専門性の
高い組織幹部が配置され問題解決提示が可能である。さらに会員企業からの技術的な解決策へのアクセ
スも間接的に有する。
これより、リエゾンセンターの中間支援組織としての諸活動は、当該モデルの各種要素に合致してい
る。このことは、当該モデルによって、リエゾンセンターの中間支援機能が一定程度説明できることを
示している。
5.2．中間支援機能発揮のための戦略
リエゾンセンターが中間支援機能を発揮するために採用している戦略を、ファシリテーション機能と
リーダーシップ機能から分析する。まず、ファシリテーション機能として、リエゾンセンターは次の２
つを重視している。第１に、会員企業間の公平性の確保である。会員企業の多くはライバル企業である。
そのため企業間連携を促進する際には、対応に公平性を確保すること、そして双方が Win-win になる
ように細心の注意を払っているという。第２に、協働において関与しない領域の明確化である。リエゾ
ンセンターは、企業間連携が実際に始まったら、内容には一切関与しないことを明言している。事業内
容に一定の距離を置くことを明示することは、リエゾンセンターの協働における中立性を示す効果があ
ると考えられる。
次に、リーダーシップ機能については、次の３点を戦略として用いていると考えられる。第１に組織
内に専門性の高い人材を配する点である。この人的資源を直接、間接に活用することにより、協働の内
容への介入を果たし操舵を行っていると考えられる。第２に、イノベーションの先取りを意識している
点である。このことは初期からの協働への介入を可能にすると考えられる。第３に、協働が目指すビジョ
ンの提示である。リエゾンセンターは、CO２削減といった地球環境課題の解決をビジョンに掲げ、企業
間の合意形成を促してきた。企業側としては、環境対策は避けられないという意識があることに加え、
高い環境技術を売りにしたいとする意向もあった。すなわち、協働が目標とするビジョンを示すことに
より、個々の企業を共通の目的に向け足並みを揃えさせ、連携を促したと考えられる。
これよりリエゾンセンターは、公平性の確保、関与しない領域の明確化によりファシリテーターとし
ての中立性を明示する一方で、専門人材の活用、イノベーションの先取り、ビジョンの提示により、協
働のリーダーシップを発揮する戦略を取っていると分析できる。
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表３　 産業・環境創造リエゾンセンターの協働取組事例に基づく協働における中間支援組織機能モデル
（佐藤・島岡　2014）の要素抽出
要素 詳細 リエゾンセンターの事例
開始時の状況
パワー・資源・知
識の非対称性
・企業間の資本・情報・技術の非対称性
参加の誘発と制約 ・Win-win の事例への期待
・消費者に近い製品を作っている企業は市民との交流に関心がある。しかし、それ以外の
企業は市民との関係構築にそれほど関心はない。
協力、あるいは軋
轢の歴史（開始時
の信頼の程度）
・会員企業はライバル企業が多い。
・「企業は、利害関係のある際にしか行政とつながらない。非営利組織とは CSR 活動がメ
インで地縁団体とのつながりがある。しかし幅広い市民とはなかなかつながることがで
きない。」
・企業と行政間の信頼（企業メンバーと行政 OB が主体でリエゾンセンターを結成）
・市民 / 環境系中間支援組織（アクト川崎）の設立時からの関係（2006年 -）と多様な協
働経験の蓄積
運営制度設計
広範なステークホ
ルダーの包摂
・川崎市臨海地区を中心とした企業、行政
・全国各地のコンビナートの関係者とのネットワーク拡充
・NPO 法人（アクト川崎）
・大学関係者
討議の場の唯一性 ・リエゾンセンター会員になるには審査がある（信頼とつながりを大事にしているため）
・リエゾンセンターならではの場の設定が可能
明確な基本原則 ・つなぎ役として会員企業に対する公平性の重視
・企業間の連携がビジネス段階に入った際には関与しないことを明言
・環境規制へのコンプライアンスの要求。（i. e. 環境問題で大きなトラブルを起こした企
業はリエゾンセンターの会員として不適格）
プロセスの透明性 N. A.
協働プロセス
膝詰めの対話 ・定期的な会合
・個々の活動単位での対話
信頼の構築 ・長期的な関係により構築された信頼感
・Win-win の関係を目指すステークホルダー間の合意
プ ロ セ ス へ の コ
ミットメント
・明確な役割分担
・自組織へのメリットの明確化
共通の理解 ・地球環境問題の解決といった大きなミッションの共有（i. e. 京浜スマートコンビナー
トにおける企業間連携）
中間成果 ・京浜スマートコンビナートにおける企業間の協働事例
・ステークホルダーの拡大（i. e. 「臨界コンビナート都市連携シンポジウム」への多様な
ステークホルダーの巻き込み）
・市民の理解促進（i. e. 川崎市臨海部企業の環境問題や防災への取り組みに対する市民の
理解促進）
中間支援機能
変革促進 ・イノベーションの先取り（i. e. 水素活用→のちに行政がネットワークを結成 / 温暖化対
策→低 CO２ブランド、川崎メカニズムの提案）
・議論の中身への関与（i. e.「京浜臨海部コンビナート高度化検討会議」の設置の際の提案。
リエゾンセンター理事長による基調講演）/ 臨海部コンビナート都市連携シンポジウム
の主催
プロセス支援 ・企業間の情報共有促進
・背景や目的が異なるステークホルダー間の調整（i. e. 市民と企業）
・議論の促進（i. e. リエゾンセンター理事長による「臨界コンビナート都市連携シンポジ
ウム」におけるパネルディスカッションのコーディネーション）
・協議の場の設定（i. e. 企業間連携）
資源連結 ・行政・企業・NPO 等の異なる専門性を持ったステークホルダーの連結
問題解決提示 ・専門性の高い組織幹部（i. e. 大学教授が理事長を兼任。専務理事は行政 OB）
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６．結論と今後の研究課題
本稿は、従来あまり検討されてこなかった協働における中間支援機能を分析することを目的として、
協働における中間支援機能モデル（佐藤・島岡 2014）を実証研究により検証した。結果、対象事例に
関しては当該モデルで説明できることを明らかにし、また、中間支援機能を発揮するために採用されて
いる戦略、すなわち、公平性の確保・関与しない領域の明確化によりファシリテーターとしての中立性
を明示する一方で、専門人材の活用・イノベーションの先取り・ビジョンの提示により、協働のリーダー
シップを発揮する、を分析した。本研究はこれらの点において一定の意義を有すると考えられる。
しかしながら、本論文の実証研究における発見事実は、１組織を対象とした実証研究の結果に基づく
ものである。より一般性を高めるためには、さらに実証研究を重ねる必要がある。今後はより豊富なデー
タに基づき、協働における中間支援機能をモデルとして精緻化する必要がある。
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注記：
１　経団連会員企業など1,317社を対象とした調査。「企業と非営利組織との連携」の項の回答社数は437社。
２　中間支援組織は、国によって呼び方も定義も異なる。たとえば、英国ではインフラストラクチャー組織
（Infrastructure Organization, IO）、アンブレラ組織、第２階層組織（２nd tier organization）、中間支援
（Intermediary organization）組織などと呼ばれる。国内では、中間支援組織と呼ばれることが多いため、本稿で
はこの名称を用いる。
３　“The Journal of Applied Behavioral Science” 誌は1991年３月に、“Public Administration Review” 誌は、2006年
12月に、協働に関する特集を行っている。
４　例えば小田切（2013）。
５　資源依存性は、資金提供者が組織の経営へ与えるパワーの強弱と密接な関係を持つと同時に、マネジメントの意
識が、組織存続のために組織内部の資源の拡充、環境における資源獲得を重視する傾向を促すと考えられる。
６　その他、経済的・心理的な便益を最大化するために取引コストを軽減する必要があることから協働が行われると
する、取引コスト理論（Williamson, 1975）がある。
７　リエゾンセンターホームページ　「当センターについて」http://www.lcie-npo.jp/info/info02.html
　　［最終アクセス2014年１月14日］
８　リエゾンセンターホームページ　http://www.lcie-npo.jp/index.html　［最終アクセス：2014年１月15日］
９　川崎市ホームページ「川崎臨海部関連サイト」http://www.city.kawasaki.jp/jigyou/category/79-8-1-3-6-0-0-0-0-0.
html［最終アクセス：2014年１月14日］
10　パンフレット「京浜スマートコンビナートの構築に向けて」（2013）　京浜臨海部コンビナート高度化等検討会議　 
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